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凡  例 
 

「さんかく条例」      ＝岡山市男女共同参画社会の形成の促進に関する条例 
             （平成 13 年 6 月制定。 

同年 10 月一部施行、平成 14 年 4 月全部施行） 
 
「さんかくプラン」    ＝岡山市男女共同参画社会の形成の促進に関する基本計画 

   （平成 14 年 3 月策定。計画期間は平成 14 年度からの 5 年間） 
 
「新さんかくプラン」  ＝岡山市男女共同参画社会の形成の促進に関する基本計画 

   （平成 19 年 3 月策定。計画期間は平成 19 年度からの 5 年間） 
 
「第３次さんかくプラン」＝岡山市男女共同参画社会の形成の促進に関する基本計画 

   （平成 24 年 3 月策定。計画期間は平成 24 年度からの 5 年間） 
 
「さんかく岡山」    ＝岡山市男女共同参画社会推進センター 

   （平成 12 年 4 月オープン） 
 
「さんかくウイーク」  ＝岡山市男女共同参画推進週間 

   （「さんかく条例」により設置。6 月 21 日～27 日までの一週間） 
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岡山市男女共同参画社会の形成の促進に関する条例                
 
岡山市男女共同参画社会の形成の促進に関する基本計画「第３次さんかくプラン」のあらまし    

 

 
※この行政評価における各指標の評価については、平成 27 年度と平成 28 年の値または「第３次

さんかくプラン」による調査を開始した平成 24 年度と平成 28 年度を比較し、統計学的に有意差

がある場合のみ、評価の文章中で「上昇」「下降」と表現しています。なお、平成 24 年度との

比較による評価を行った場合は、評価中に比較した年度を記載しています。 
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Ⅰ 第３次さんかくプランの効き目を測る 

 

 

１ プランの効き目を測って市民と市政のかけ橋に 

行政の取組だけでは、政策を実現することはできません。とりわけ、男

女共同参画社会の実現は、市民一人ひとりが理解を深め、市民の皆さんを

はじめ、地域団体やＮＰＯ、企業など地域の多様な主体による主体的な活

動と協働した取組を進めることが不可欠です。 

こうしたパートナーシップによる協働の取組を推進していくためには、

政策の内容や方向性、目標など自治の基本となる事項について、それぞれ

の主体が共通の理解と認識を持つことが必要です。 

そこで、「第３次さんかくプラン」では、「新さんかくプラン」に引き

続き、身近な指標を使って男女共同参画社会の進展の度合いをわかりやす

く示すとともに、その情報を市民の皆さんに提供することで、男女共同参

画社会の実現に向けた取組への市民参加の促進をめざしています。 

 

２ 「何をしたか」から「どんな成果が得られたか」へ 

「第３次さんかくプラン（体系は２ページを参照）」に基づいて、市民

・事業者・市の行うさまざまな取組が、市民生活の中にどのように浸透し、

成果として現れたのかを見るために、活動量や活動実績を測る指標（数値

目標）だけではなく、どんな成果が生み出されたかを測る指標（成果指標）

を設定しています。（３～４ページを参照） 

平成２４年度に数値目標と成果指標の現状値調査を行い、平成２５年度

から、これらをもとに公開を前提とした評価を行います。 

 



　

Ⅱ 第３次さんかくプランの目標別の体系 

実現すべき姿 基本目標 重点目標 

固定的な性別役割分担の解消 

性と生殖の健康と権利の確保及び生涯

を通じた健康支援 

政策・方針の立案及び決定過程への男女の共同

参画の促進 

国際的な取組についての理解及び協調、

連携 

市と市民等とのパートナーシップによ

る協働 

男女の個人としての尊厳の尊重 

性別にかかわらず、一人ひとりの    

人権が尊重される明るいまちの

実現 

基本目標 

基本目標 

性別にかかわらず、多様な意見が 

生かされる元気なまちの実現 

性別にかかわらず、多様な生き方を 

認め合えるあたたかいまちの 

実現 

基本目標 

重点目標 １ 

重点目標 ７ 

重点目標 ６ 

重点目標 ８ 

重点目標 ２ 

重点目標 ３ 

重点目標 ４ 

重点目標 ５ 

仕事と生活の調和の推進 

性別に基づいて起こる人権侵害の禁止 

性
別
に
か
か
わ
ら
ず
市
民
一
人
ひ
と
り
の
個
性
が
輝
く
「
住
み
よ
い
ま
ち
・
住
み
た
い
ま
ち
」
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　第３次さんかくプランでは、数値目標と成果指標を設定しています。
　数値目標は行政が事業を行う上で目標とする数値のことで、成果指標は男女共同参画社会の進展の
度合いを測る目安となるものです。
　成果指標の数値は、全ての取組の効果だけでなく、社会情勢によっても変動するため、目標とする
数値は設けずに、全てが向上することをめざしています。

基本目標 重点目標 目標値
（H24現状値 → H28目標値）

掲載
ページ

Ａ
小中学校において男女平等の内
容を含んだ授業を実施したクラ
スの割合

　　小・100％ → 100％
　　中・100％ → 100％

P7

Ｂ

保育園、幼稚園において男女平
等の視点から保育・教育や保護
者への啓発等に取り組んだ園の
割合

　

　　　　－％ → 100％
P7

Ｃ
「さんかくカレッジ」修了生の
講師登用回数

　　　　　　毎年
　　　8回 → 10回以上

P7

Ｄ
市の実施するＤＶ防止啓発講座
等の受講者数

　　　　　　  毎年
　　215人 → 500人
　　　　　　　　以上

P10

Ｅ
市の実施するセクハラ研修・出
前講座の受講者数

　                  毎年
　　575人 → 700人
　　　　　　　　以上

P10

３
固定的な性別役割

分担の解消
Ｆ

市の実施する固定的な役割分担
を解消するための啓発講座の受
講者数

　　　　　　  毎年
　6,270人 → 6,000人
　　　　　　　　以上

P13

４
仕事と生活の調和

の推進
Ｇ 保育園の待機児童解消期間 12か月 → 12か月 P16

Ｈ
市の実施する性に関する出前講
座の受講者数

　　　　 　   毎年
16,281人 → 17,500人
　　　　　　　　以上

P19

Ｉ 乳がん検診受診率 16.7％ → 50％ P19

Ｊ 市の審議会の女性委員の割合 40.3％ → 40％ P21

Ｋ 市の女性管理職の割合 5.7％ → 8％ P21

７
国際的な取組に
ついての理解

及び協調、連携

Ｌ
市の実施する世界の動きや国際
的な取組についての講座・研修
の受講者数

　　　　　　  毎年
　　546人 → 300人
　　　　　　　　以上

P23

M
「さんかくウイーク」への参加
者数

　　　　　　  毎年
　2,708人 → 3,000人
　　　　　　　　以上

P25

N
「さんかくウイーク」へのさん
かく岡山登録団体の参加率

20.9％ → 50％ P25

　※1 啓発講座の受講者数：「さんかくウイーク」の行事として開催される啓発講座の受講者数を含む。

　※2 市の女性管理職の割合：ここでいう管理職とは教育職を除く課長相当職以上の職員を指す。

数値目標一覧

数値目標

Ⅰ
性別にかかわらず、
一人ひとりの人権が
尊重される明るい

まちの実現

１
男女の個人としての

尊厳の尊重

２
性別に基づいて起こる

人権侵害の禁止

Ⅱ
性別にかかわらず、
多様な生き方を認め
合えるあたたかい

まちの実現 ５
性と生殖の健康と
権利の確保及び

生涯を通じた健康支援

Ⅲ
性別にかかわらず、

多様な意見が
生かされる元気な

まちの実現

６
政策・方針の立案及び
決定過程への男女の

共同参画の促進

８
市と市民等との

パートナーシップ
による協働

※2 

※1 
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基本目標 重点目標 定義
掲載
ページ

Ａ
小中学生の男女平
等感

学校生活で男女が平等に扱われて
いると感じる児童・生徒の割合

P8

Ｂ
「男女共同参画社
会」という言葉の
認知度

「男女共同参画社会」という言葉
の意味を知っている人の割合

P8

Ｃ
メディア表現の中
での男女平等感

新聞、テレビ、インターネットな
どのメディアの中で性差別的表現
があったときに気づく人の割合

P9

Ｄ
公的相談機関の周
知度

市内にあるＤＶの専門的な相談機
関（市男女共同参画相談支援セン
ター・女性相談所・ウィズセン
ター）を知っている人の割合

P10

Ｅ
ＤＶ・デートDV
に対する認識度

配偶者・パートナーや恋人関係に
ある人からの身体的暴力、精神的
暴力等の行為は、犯罪となりうる
重大な人権侵害行為であると認識
する人の割合

P11

F
職場におけるセク
ハラへの対応度

職場でセクハラが発生した場合の
相談体制や対応マニュアルがある
事業者の割合

P12

Ｇ
性別による固定的
役割分担意識の解
消度

「男は仕事、女は家庭」という考
え方に同感しない人の割合

P13

Ｈ
男性の家事、子育
て分担割合

男性が担っている家事、子育ての
割合

P14

Ｉ
事業者における固
定的役割分担の解
消度

来客があった際に、男性社員も女
性社員もお茶を出す事業者の割合

P14

Ｊ
父親の育児への積
極的参加率

３歳児の父親が積極的に育児に参
加している割合

P16

Ｋ 男性の介護参加率 介護経験のある男性の割合 P17 

Ｌ
仕事と生活とのバ
ランスの満足度

仕事と生活とのバランスがとれて
いると思う人の割合

P17

Ｍ
育児・介護休暇制
度の事業者におけ
る理解度

育児・介護休暇を取りやすい雰囲
気が職場にあると思う人の割合

P18

Ｎ
中学生の性に関す
る相談の充実度

性についての悩みを相談できる大
人を身近に持つ中学生の割合

P19

Ｏ 健康診断の受診率
過去１年間に健康診断を受診した
人の割合

P20

Ｐ
単位町内会長の女
性の割合

単位町内会長に占める女性の割合 P21

Ｑ
ＰＴＡ会長の女性
の割合

市内の小学校・中学校のＰＴＡ会
長のうち、女性の会長の占める割
合

P22

Ｒ
「ジェンダー」と
いう言葉の認知度

「ジェンダー」という言葉の意味
を知っている人の割合

P23

Ｓ
相談できる日本人が
いる外国人の割合

となり近所や地域の日本人の中に
相談できる人がいる外国人の割合

P24

T
「さんかくウイー
ク」の認知度

「さんかくウイーク」の行事へ参
加したことがある、または「さん
かくウイーク」を知っている人の
割合

P25

U
「さんかく岡山」
の事業内容の認知
度

「さんかく岡山」の事業内容を
知っている人の割合

P26

Ⅲ
性別にかかわらず、

多様な意見が
生かされる元気な

まちの実現

６
政策・方針の立案
及び決定過程への

男女の共同参画の促進

７
国際的な取組に
ついての理解及び

協調、連携

８
市と市民等との
パートナーシップ

による協働

成果指標一覧

成果の指標

Ⅰ
性別にかかわらず、
一人ひとりの人権が
尊重される明るい

まちの実現

１
男女の個人としての

尊厳の尊重

２
性別に基づいて起こる

人権侵害の禁止

Ⅱ
性別にかかわらず、
多様な生き方を認め
合えるあたたかい

まちの実現

３
固定的な性別役割

分担の解消

４
仕事と生活の調和の

推進

５
性と生殖の健康と

権利の確保及び生涯を
通じた健康支援
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Ⅲ 身近な指標が映す“さんかく都市” 

（平成２４年度～平成２８年度） 

 

 

～性別にかかわらず、住みよいまち、住みたいまちの視点から～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



数値目標と成果指標の平成２８年度現状値の動向は次のとおりとなっている。

○数値目標（１４項目設定）について

①目標値を達成している数値目標は９項目〔Ａ～Ｄ、Ｆ、Ｊ～Ｍ〕

②目標値を達成していないものの前年より改善している数値目標は２項目〔Ｉ、Ｎ〕

○成果指標（２１項目設定）について

①現状値が上昇している成果指標は５項目〔Ａ、Ｋ、Ｎ、Ｒ、Ｓ〕

②現状値が下降している成果指標は０項目

③現状値が横ばいの成果指標は１６項目〔Ｂ～Ｊ、Ｌ、Ｍ、Ｏ～Ｑ、Ｔ、Ｕ〕

重点
目標

H25 H26 H27 H28
重点
目標

H27との比較 H24との比較

Ａ
男女平等に関する授業を実施したクラ
ス割合 ／ 小・中とも100％

◎ ◎ ◎ ◎ Ａ 小中学生の男女平等感

Ｂ
保育園、幼稚園において、男女平等の
視点から保育・教育や保護者への啓発
に取り組んだ園の割合 ／ 100％

◎ ◎ ◎ ◎ Ｂ 「男女共同参画社会」という言葉の認知度

Ｃ
「さんかくカレッジ」修了生の講師登
用回数 ／ 10回以上

◎ ◎ ◎ ◎ Ｃ メディア表現の中での男女平等感

Ｄ
ＤＶ防止啓発講座受講者数
 ／ 毎年500人以上

○ ◎ × ◎ Ｄ 公的相談機関の周知度

Ｅ ＤＶ・デートDVに対する認識度

Ｆ 職場におけるセクハラへの対応度

Ｇ 性別による固定的役割分担意識の解消度

Ｆ ◎ ◎ ◎ ◎ Ｈ 男性の家事、子育て分担割合

Ｉ 事業者における固定的役割分担の解消度

Ｊ 父親の育児への積極的参加率

Ｋ 男性の介護参加率

Ｌ 仕事と生活とのバランスの満足度

Ｍ 育児・介護休暇制度の事業者における理解度

H
性に関する出前講座受講者数
 ／ 毎年17,500人以上

○ ○ △ △ Ｎ 中学生の性に関する相談の充実度

Ｉ 乳がん検診受診率／50％ △ △ △ ○ Ｏ 健康診断の受診率

Ｊ 審議会の女性委員割合 ／ 40% ◎ ◎ ◎ ◎ Ｐ 単位町内会長の女性の割合

Ｋ 女性管理職割合 ／ 8% ○ △ ◎ ◎ Ｑ ＰＴＡ会長の女性の割合

Ｒ 「ジェンダー」という言葉の認知度

Ｓ 相談できる日本人がいる外国人の割合

M
「さんかくウイーク」参加者数
 ／ 毎年3,000人以上

△ ◎ ◎ ◎ T 「さんかくウイーク」の認知度

N
「さんかくウイーク」へのさんかく岡
山登録団体参加率 ／ 50%

○ △ × ○ U 「さんかく岡山」の事業内容の認知度

【 第３次さんかくプラン平成２８年度現状値の概略 】

＜ 数値目標・成果指標の現状値動向一覧 ＞

③目標値を達成せず、前年より悪化している数値目標は２項目〔Ｅ、Ｈ〕

④目標値を達成せず、前年より20％以上数値が悪化している数値目標は１項目〔Ｇ〕

◎ ◎ ◎ ×

成果指標

3

　※成果指標については、統計学的に有意である場合のみ、上昇または下降と判断している。

　※下表において、① ＝ ◎、② ＝ ○、③ ＝ △、④ ＝ ×で表記している。

○ ×

数値目標 ／ 目標値

1 1

88

Ｅ

Ｌ7

2

3

7

△

5

×
世界の動きや国際的な取組に関する講
座・研修受講者数 ／ 毎年300人以上

◎

2

6

×

×

◎

4
保育園の待機児童解消期間
 ／ 12か月

6

5

固定的な役割分担解消のための講座受
講者数 ／ 毎年6,000人以上

セクハラ研修・出前講座の受講者数 ／
毎年700人以上

4 Ｇ
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■数値目標の現状値　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 　　　　　小中学校において男女平等の内容を含んだ授業を実施したクラスの割合
                                                                      

年度 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 目標値
小学校 100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 100％
中学校 100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 100％

●平成２８年度現状値の説明

　　　　　保育園、幼稚園において、男女平等の視点から保育・教育や保護者への啓
　　　　　発等に取り組んだ園の割合

年度 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 目標値
取り組んだ園の割合 － 100％ 100％ 100％ 100％ 100％

●平成２８年度現状値の説明

　　　　　「さんかくカレッジ」修了生の講師登用回数

年度 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 目標値
講師登用人数 8回 24回 18回 13回 11回 10回以上
                                                                      
●平成２８年度現状値の説明

　・平成28年度に全ての市立保育園、市立幼稚園、認定こども園（保育園48園、認定
　　こども園5園、幼稚園60園）で、男女平等の視点から保育・教育や保護者への啓発
　　等に取り組んだかについて全ての市立保育園、市立幼稚園、認定こども園への照
　　会調査を行い算出した割合です。

重点目標１　男女の個人としての尊厳の尊重

・平成27年度中に市が実施した事業で、さんかくカレッジ（岡山市男女共同参
　画大学）の修了生が講師を務めた回数の合計です。

　・平成27年度中に全ての市立小中学校の全クラス（小学校89校の1,243クラス、中学
　　校37校の534クラス）で、男女平等の内容を含んだ授業を実施したかについて全て
　　の市立小中学校への照会調査を行い算出した割合です。

目標 Ａ 

目標 Ｃ 

目標 Ｂ 
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■成果指標の現状値　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

●平成２８年度現状値の説明

●平成２８年度現状値の説明

 指標の定義 ＝ 「男女共同参画社会※」と
いう言葉の意味を知っている人の割合

※男女共同参画社会とは、「男性も女性
も、性別にかかわらず社会のあらゆる分野
の活動に参画して、個性や能力が十分に生
かされる社会」のこと。

・平成28年9月に、全ての市立小中学校において小学5年生1クラスの児童（計2,433名)と中
　学2年生1クラスの生徒(計1,190名)を対象にアンケート調査を実施。
・学校生活の中で男女が「平等にあつかわれていると思う」または「どちらかといえば平等
　にあつかわれていると思う」と答えた児童・生徒の割合です。
・小学5年生で「平等にあつかわれていると思う」(38.7%)または「どちらかといえば平等に
　あつかわれていると思う」(42.0%)と答えた児童の割合は、80.7%です。

指標の定義 ＝ 学校生活で男女
が平等に扱われていると感じる
児童・生徒の割合

・中学2年生で「平等にあつかわれていると思う」(33.7)または「どちらかといえば平等に
　あつかわれていると思う」(48.0%)と答えた生徒の割合は、81.7%です。

・平成28年9月に、住民基本台帳から無作為抽出した市民1,000人を対象にアンケート調査を
　実施。（回収数345人）
・男女共同参画社会について※の説明より「もっと詳しい内容を知っている」または「お
　おむねこの程度は知っている」と答えた人の割合(46.0%)です。
・参考までに、「言葉ぐらいは知っている」と答えた人の割合は36.1%です。

指標 Ａ 小中学生の男女平等感 

指標 Ｂ 「男女共同参画社会」という言葉の認知度 

72.1% 

76.4% 78.3% 

78.0% 

81.7%

（中） 75.5% 

73.4% 
76.8% 

78.7% 

80.7%

（小） 

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

H24 H25 H26 H27 H28

■ 小学生 
◆ 中学生 

39.4% 40.0% 40.8% 

45.7% 46.0% 

20.0%

30.0%
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50.0%
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●平成２８年度現状値の説明

【男女共同参画専門委員会（審議会）・女性が輝くまちづくり推進本部による評価】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

○目標Ａ 「小中学校において男女平等の内容を含んだ授業を実施したクラスの割合」は、
小学校、中学校ともに、目標値を達成しており評価できる。今後も継続して男女平等に関す
る授業を実施し、男女共同参画についての理解を深めていくことが重要である。

○目標Ｂ 「保育園、幼稚園において、男女平等の視点から保育・教育や保護者への啓発等
に取り組んだ園の割合」は、目標値を達成しており評価できる。幼児期から男女共同参画の
視点を持つことでができるよう、継続して取り組むことが大切である。
　
○目標Ｃ 「さんかくカレッジ修了生の講師登用人数」は目標値を超えており評価できる。
今後も講師として活躍できる場を作るとともに、これまでの修了生を含めたさんかくカレッ
ジ専門コースの修了者が講師として参加しやすくなるために、必要な技術等を身につける機
会も含めた情報発信等の取り組みが必要である。

◇指標Ａ 「小中学生の男女平等感」は昨年度と比較すると小中学生ともに横ばいである
が、第３次さんかくプランによる調査を開始した平成24年度と比較すると、上昇している。
引き続き男女平等についての授業実践に継続して取り組み、普段の学校生活において、男女
平等の視点に立った取り組みを続けていくことが大切である。

◇指標Ｂ 「男女共同参画社会という言葉の認知度」は昨年度と比較すると横ばいである。
今後とも、全戸配布を行っている男女共同参画社会の実現をめざす情報誌「ＤＵＯ（デュ
オ）」などを活用し、親しみやすい内容により、わかりやすく市民に周知する必要がある。

◇指標Ｃ 「メディア表現の中での男女平等感」は昨年度と比較すると横ばいである。新
聞・テレビ等とインターネットを個別に分析すると、インターネットについては性差別的表
現があったと気づく人の割合が平成24年度及び平成27年度と比較して上昇していることがわ
かった。今後とも、メディアからの情報を男女平等の視点を持って主体的に判別できるよ
う、幼少期から男女平等についての視点を養うことが大切である。

・平成28年9月に、住民基本台帳から無作為抽出した市民1,000人を対象にアンケート調査を
　実施。（回収数345人）

指標の定義 ＝ 新聞、テレビ、
インターネットなどのメディア
の中で性差別的表現があったと
きに気づく人の割合

・新聞、テレビ、インターネット上の広告や番組等を見て、「女性や男性の役割を固定的に
　とらえている」、「女性の性的側面を強調している」などと「よく感じる」または「とき
　どき感じる」と答えた人は、新聞・テレビ等では（48.4%）、インターネットでは、
 （41.0%）です。

指標 C メディア表現の中での男女平等感 

43.5% 
45.5% 

50.5% 
47.5% 

48.4% 

31.0% 32.0% 
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35.6% 

41.0% 
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30.0%
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50.0%

60.0%

70.0%
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◆ 新聞・テレビ等 

■ インターネット 

目標 Ａ 

目標 Ｂ 

目標 Ｃ 
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■数値目標の現状値　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　 市の実施するＤＶ防止啓発講座等の受講者数
                                                                      

年度 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 目標値
受講者数 215人 452人 651人 353人 501人 500人以上

●平成２８年度現状値の説明
・平成27年度中に市が実施したＤＶ防止啓発講座の受講者総数です。

 　　　　　市の実施するセクハラ研修・出前講座の受講者数
                                                                      

年度 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 目標値
受講者数 575人 121人 658人 273人 267人 700人以上

●平成２８年度現状値の説明
・平成27年度中に市が実施したセクハラ研修・出前講座の受講者総数です。

■成果指標の現状値　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　

●平成２８年度現状値の説明

重点目標２　性別に基づいて起こる人権侵害の禁止

指標の定義 ＝ 市内にあるＤＶの専門的な
相談機関（市男女共同参画相談支援セン
ター・女性相談所・ウィズセンター）を
知っている人の割合
＜参考＞市男女共同参画相談支援センター
のＤＶ相談件数（平成27年度：1,149件）

・平成28年9月に、住民基本台帳から無作為抽出した市民1,000人を対象にアンケート調査を
　実施。（回収数345人）
・市内にあるＤＶについての専門的な相談機関を１つ以上知っていると答えた人の割合
　(29.3%)です。

目標 Ｄ 

目標 Ｅ 

指標 Ｄ 公的相談機関の周知度 

28.2% 
32.2% 

26.8% 

32.2% 
29.3% 

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%
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●平成２８年度現状値の説明
・平成28年9月に、住民基本台帳から無作為抽出した市民1,000人を対象にアンケート調査

　性25.4%)です。

　(男性36.8%、女性28.4%)です。

　を実施。（回収数345人）

　女性37.1%)です。

　害だと思う」(男性35.1%、女性33.0%)です。

　36.6%、女性34.3%)です。

指標の定義 ＝ 配偶者・パート
ナーや恋人関係にある人からの
身体的暴力、精神的暴力等の行
為は、犯罪となりうる重大な人
権侵害行為であると認識する人
の割合

・平手で打つ行為は、「犯罪となりうる重大な人権侵害だと思う」(56.3%)または「どちら
かといえば犯罪となりうる重大な人権侵害だと思う」(28.4%)と答えた人の割合(84.8%)
です。男女別に見ると、「犯罪となりうる重大な人権侵害だと思う」(男性51.1%、女性
60.4%)、「どちらかといえば犯罪となりうる重大な人権侵害だと思う」(男性31.1%、女

・なぐるふりをしておどす行為は、「犯罪となりうる重大な人権侵害だと思う」(53.2%)ま
たは「どちらかといえば犯罪となりうる重大な人権侵害だと思う」(32.2%)と答えた人の
割合(85.4%)です。男女別に見ると、「犯罪となりうる重大な人権侵害だと思う」(男性
45.6%、女性58.9%)、「どちらかといえば犯罪となりうる重大な人権侵害だと思う」

・大声で怒鳴る行為は、「犯罪となりうる重大な人権侵害だと思う」(38.6%)または「どち
らかといえば犯罪となりうる重大な人権侵害だと思う」(38.3%)と答えた人の割合(77.0%)
です。男女別に見ると、「犯罪となりうる重大な人権侵害だと思う」(男性31.3%、
女性42.6%)、「どちらかといえば犯罪となりうる重大な人権侵害だと思う」(男性41.0%、

・何を言っても無視する行為は、「犯罪となりうる重大な人権侵害だと思う」(41.5%)また
は「どちらかといえば犯罪となりうる重大な人権侵害だと思う」(35.3%)と答えた人の割
合(76.8%)です。男女別に見ると、「犯罪となりうる重大な人権侵害だと思う」(男性
36.6%、女性44.9%)、「どちらかといえば犯罪となりうる重大な人権侵害だと思う」(男性

・交友関係や電話・メールを細かく監視する行為は、「犯罪となりうる重大な人権侵害だと
思う」(54.0%)または「どちらかといえば犯罪となりうる重大な人権侵害だと思う」
(33.9%)と答えた人の割合(87.9%)です。男女別に見ると、「犯罪となりうる重大な人権侵
害だと思う」(男性49.3%、女性57.4%)、「どちらかといえば犯罪となりうる重大な人権侵

指標 Ｅ ＤＶ・デートＤＶに対する認識度 

82.3% 

85.0% 
83.6% 

87.1% 

84.8% 

84.1% 
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■なぐるふりをしておどす 
◆平手で打つ 
▲何を言っても無視する  
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●平成２８年度現状値の説明

【男女共同参画専門委員会（審議会）・女性が輝くまちづくり推進本部による評価】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

指標の定義 ＝ 職場でセクハラが発生した
場合の相談体制や対応マニュアルがある事
業者の割合

○目標Ｄ「市の実施するＤＶ防止啓発講座等の受講者数」は目標値を達成しており、評価で
きる。今後とも学生を対象としたデートＤＶの講座など、参加しやすい内容を工夫するとと
もに、出前講座に関する情報発信を積極的に行うなど、参加に向けた啓発活動を積極的に
行っていく必要がある。

○目標Ｅ「市の実施するセクハラ研修・出前講座の受講者数」は、目標値を下回り、前年度
数値よりも減少しており、評価できない。実施方法、事業内容に対する問題点の把握ととも
に、今後に向けた検討を行い、セクハラに対する啓発を積極的に行っていくことが必要であ
る。

◇指標Ｄ 「公的相談機関の周知度」は昨年度と比較すると横ばいであるが、公的相談機関
を知っている人の割合は約3割であり、周知が十分行き届いているとはいえない。引き続
き、さまざまな機会をとらえ、幅広い対象・世代に対し積極的に周知を行うことが必要であ
る。

◇指標Ｅ 「ＤＶ・デートＤＶに対する認識度」は「平手でうつ」、「なぐるふりをしてお
どす」、「何を言っても無視する」のそれぞれにおいて約8割程度の人が重大な人権侵害で
あると認識している。今後とも、全戸配布を行っている男女共同参画社会の実現をめざす情
報誌「ＤＵＯ（デュオ）」などの活用も含め、引き続き市民のＤＶに対する理解を深め、一
層認識を高めていく必要がある。

◇指標Ｆ 「職場におけるセクハラへの対応度」は、昨年度と比較すると横ばいである。男
女雇用機会均等法においては、セクハラがないよう事業主に対し、雇用管理上必要な配慮や
防止措置が義務づけられており、事業主の一層の理解が進むよう継続的に働きかけることが
大切である。

・平成28年7月に公正採用選考人権啓発推進員研修に参加した518事業所にアンケート調査を
　実施。（回収数252事業所）
・セクハラが発生した場合に、何らかの対応ができる相談体制や対応マニュアルがあると
　回答した事業者の割合(86.9%)です。内訳は、「相談体制と対応マニュアルが両方ともあ
　る」（50.8%）、「相談体制だけある」(32.5%)、「対応マニュアルだけある」(3.6%)で
　す。

指標 Ｆ 職場におけるセクハラへの対応度 
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■数値目標の現状値　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

  　　　　　市の実施する固定的な役割分担を解消するための啓発講座の受講者数

年度 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 目標値
受講者数 6,270人 7,488人 8,921人 9,173人 7,456人 6,000人以上

                                                                      
●平成２８年度現状値の説明

■成果指標の現状値　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●平成２８年度現状値の説明
・平成28年9月に、住民基本台帳から無作為抽出した市民1,000人を対象にアンケート調査を
　実施。（回収数345人）

重点目標３　固定的な性別役割分担の解消

指標の定義 ＝ 「男は仕事、女は家
庭」という考え方に同感しない人の
割合
＜参考値＞　49.4％
（男性46.5％、女性51.6％）
内閣府「女性の活躍推進に関する世
論調査（平成26年）」より

・平成27年度中に市が実施した固定的な役割分担を解消するための啓発講座の受講者総数で
　す。
・「さんかくウイーク」の行事として開催される啓発講座の受講者数を含みます。

・「男は外で働くもの、女は家庭を守るものだ」という考え方について「そう思わない」
　(39.9%)又は「どちらかといえばそう思わない」(27.9%)と答えた人の割合です。男女別
　 に見ると、「そう思わない」(男性39.3%、女性40.1%)、「どちらかといえばそう思わな
   い」 (男性25.9%、女性28.9%)です。

目標 Ｆ 

指標 Ｇ 性別による固定的役割分担意識の解消度 
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●平成２８年度現状値の説明

・家庭で男性が担当している家事（炊事、掃除、洗濯、買い物、家事雑事）の割合について、
　0%から100％までの間の10％刻みの数字のうちで最も近い数字を答えてもらいました。

　実施。（回収数345人）

　ています。ただし、男性のみの家庭及び男性がいない家庭は除いています。

　10％刻みの数字のうちで最も近い数字を答えてもらいました。
・割合別の内訳は、0割（2.7%）、1割（11.7%）、2割（9.0%）、3割（8.7%）、4割（4.5%）、

5割（7.5%）、6割（1.2%）、7割（1.2%）、8割（0.9%）、9割（0.9%）、10割（0%）となっ
ています。ただし、子どもがいない家庭、男性のみの家庭及び男性がいない家庭は除いてい

指標の定義 ＝ 男性が担っている家
事、子育ての割合

・平成28年9月に、住民基本台帳から無作為抽出した市民1,000人を対象にアンケート調査を

・割合別の内訳は、0割（8.3%）、1割（26.6%）、2割（20.1%）、3割（12.7%）、4割（5.0%）､
5割（3.6%）、6割（1.2%）、7割（1.2%）、8割（1.5%）、9割（2.4%）、10割（0%）となっ

・子どものいる家庭で男性が担当している子育ての割合について、0％から100％までの間の

　ます。

指標 Ｈ 男性の家事、子育て分担割合 
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32.3% 

40.6% 

28.3% 28.1% 

33.6% 

30.4% 38.4% 

35.9% 

29.1% 31.0% 

27.7% 26.4% 

29.5% 

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

H24 H25 H26 H27 H28

20歳代(％) 

30歳代(％) 

40歳代(％) 

参考：男性の子育て分担割合（年代別） 
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●平成２８年度現状値の説明

【男女共同参画専門委員会（審議会）・女性が輝くまちづくり推進本部による評価】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・来客などでお茶を出す場合に、男性社員も女性社員もお茶くみをしていると回答した事業
　者の割合(37.3%)です。

指標の定義 ＝ 来客があった際に、男性社員も
女性社員もお茶を出す事業者の割合

・平成28年7月に公正採用選考人権啓発推進員研修に参加した518事業所にアンケート調査を
　実施。（回収数252事業所）

○目標Ｆ「市の実施する固定的な役割分担を解消するための啓発講座の受講者数」が目標値を達
成していることは評価できる。今後も若い世代、新規の参加者を確保するよう、講座の内容や広
報先を工夫することが重要である。

◇指標Ｇ「性別による固定的役割分担意識の解消度」は横ばいである。今後も、さんかく岡山や
公民館が主催する講座や全戸配布を行っている男女共同参画社会の実現をめざす情報誌「ＤＵＯ
（デュオ）」を中心として、性別にとらわれること無く地域・家庭・職場等で誰もが参画できる
よう意識解消に向けた啓発活動を行うことが必要である。

◇指標Ｈ「男性の家事・子育て分担割合」について、家事・子育てともに横ばいである。指標Ｈ
のグラフには示していないが、昨年度との比較では、女性回答者が思う、男性の家事分担割合が
増加傾向にあることがわかった。今後も、男性の意識改革に加え、長時間労働を前提とした従来
型の働き方を改革するよう企業に向けて働きかけるなど、男性の家事や育児への参画につながる
施策を継続して行うことが大切である。

◇指標Ｉ「事業者における固定的役割分担の解消度」は横ばいとなっている。今後も、企業向け
の出前講座や研修を継続して行うなど、解消に向けた事業者への啓発を行っていくことが大切で
ある。

指標  I 事業者における固定的役割分担の解消度 

35.2% 

45.5% 

38.6% 38.1% 37.3% 

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

H24 H25 H26 H27 H28

目標 Ｆ 
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■数値目標の現状値　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 　　　　　保育園の待機児童解消期間
                                                                      

年度 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 目標値
解消期間 12か月 12か月 12か月 12か月 0か月 12か月

●平成２８年度現状値の説明

■成果指標の現状値　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●平成２８年度現状値の説明

指標の定義 ＝ ３歳児の父親が積極的に育
児に参加している割合

重点目標４　仕事と生活の調和の推進

・平成27年度中において保育園の待機児童がゼロであった期間(0か月)です。

・父親が育児に積極的に参加していると回答した人の割合(85.8%)です。

・平成28年8月、9月の３歳児健診対象者1,027人を対象にアンケート調査を実施。
　（回収数572人）

84.4% 

85.7% 

84.8% 

86.2% 85.8% 

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

H24 H25 H26 H27 H28

目標 G 

指標 J 父親の育児への積極的参加率 

○待機児童について 
厚生労働省の定義に基づき、 
 ・保育園に現在入所しているが、転園希望が出ている方の数は含まれていません。 
 ・事前に入所申し込みが出ているような、入所予約の方の数は含まれていません。 
 ・他に入所可能な保育園があるにも関わらず、特定の保育園を希望し、保護者の私的な  
  理由により待機している方の数は含まれていません。 
 ・保護者が求職活動中の場合については、待機児童に含まれています（平成27年度改正）。 
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●平成２８年度現状値の説明

●平成２８年度現状値の説明

・平成28年9月に、住民基本台帳から無作為抽出した市民1,000人を対象にアンケート調査を
　実施。（回収数345人）

・平成28年9月に、住民基本台帳から無作為抽出した市民1,000人を対象にアンケート調査を
　実施。（回収数345人）
・「仕事」「家庭生活」「地域・個人の生活（地域活動・学習・趣味・つきあい等）のバラ
　ンスがとれているかどうかについて「よくとれている」(5.4%)又は「どちらかといえばと
　れている」(43.6%)と答えた人の割合です。

・現在または過去、家庭において介護が必要な人がいる（いた）と答えた人の中で、介護を
　している（した）と答えた男性の割合（69.1%）です。

指標の定義 ＝ 仕事と生活との
バランスがとれていると思う人
の割合

指標の定義 ＝ 介護経験のある男性の割合

66.1% 

54.0% 

78.5% 

74.2% 

69.1% 

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

H24 H25 H26 H27 H28

47.6%（全） 

49.3% 46.6% 

55.1% 

49.0%（全） 

47.7%（男） 

38.9% 

43.2% 

52.8% 

50.4%（男） 

47.3%（女） 

54.7% 
50.0% 

56.5% 

49.5%（女） 

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

H24 H25 H26 H27 H28

指標 K 男性の介護参加率 

指標 L 仕事と生活とのバランスの満足度 

◆ 全体 
■ 男性
▲ 女性 
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●平成２８年度現状値の説明

【男女共同参画専門委員会（審議会）・女性が輝くまちづくり推進本部による評価】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・平成28年9月に、住民基本台帳から無作為抽出した市民1,000人を対象にアンケート調査を
　実施。（回収数345人）
・仕事を持っている人のうち、育児や介護のための休暇を「男女とも取りやすい雰囲気があ
　る」と回答した人の割合(30.2%)です。

指標の定義 ＝ 育児・介護休暇を取りやす
い雰囲気が職場にあると思う人の割合

○目標Ｇ 平成２７年度より待機児童の定義が変更になったことにより、実態が明らかに
なった。今後も保育サービスにおける現状把握を続けるとともに、待機児童解消に向けた施
策の実施を進める必要がある。

◇指標Ｊ「父親の育児への積極的参加率」は、昨年度との比較では横ばいであるが、男性が
積極的に育児に参加することが、生活の充実や豊かさにもつながることを、市民や企業に情
報発信していくことが重要である。

◇指標Ｋ「男性の介護参加率」は、昨年度との比較では横ばいであるが、第３次さんかくプ
ランによる調査を開始した平成２４年度との比較では上昇している。今後も引き続き、性別
にかかわらず介護参加が図られるよう、企業や市民に対して啓発等の働きかけを行うことが
大切である。

◇指標Ｌ「仕事と生活とのバランスの満足感」は、横ばいとなっている。引き続き企業や市
民に対し、ワーク・ライフ・バランスの取り組みが進むよう啓発等の働きかけを行うことが
必要である。

◇指標Ｍ「育児・介護休暇制度の事業者における理解度」は横ばいとなっている。職場環境
の充実により仕事と生活のバランスを整えることは、生産性の向上にもつながるなど、経営
戦略にとって非常に重要であることを事業者に対し働きかけて行くことが大切である。

27.4% 28.3% 

26.3% 

30.9% 30.2% 

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

H24 H25 H26 H27 H28

指標 M 育児・介護休暇制度の事業者における理解度 

目標 G 
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■数値目標の現状値　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 　　　　　市の実施する性に関する出前講座の受講者数
                                                                      

年度 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 目標値
受講者数 16,281人 16,962人 17,492人 16,000人 15,716人 17,500人以上

●平成２８年度現状値の説明

 　　　　　 乳がん検診受診率

年度 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 目標値
検診受診率 16.7％ 16.2％ 15.5% 15.0% 16.2% 50％

●平成２８年度現状値の説明  

■成果指標の現状値　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

.

●平成２８年度現状値の説明

・(自分の身近に)性についての悩みを相談できる大人が「いる」と答えた生徒の割合
　(61.6%)です。

・男女別に見ると、「いる」と答えた男子生徒の割合は46.7％、女子生徒の割合は76.5％と
  なっています。

・平成27年度中に市が実施した性に関する出前講座の受講者総数です。

・平成27年度中に市が実施した乳がん検診の受診率です。

重点目標５　性と生殖の健康と権利の確保及び生涯を通じた健康支援

・平成28年9月に、全ての市立中学校において2学年の1クラスの生徒(計1,190名)を対象にア
　ンケート調査を実施。

指標の定義 ＝ 性についての悩
みを相談できる大人を身近に持
つ中学生の割合

 

目標 H 

目標 I 

53.4% 53.2% 60.0% 60.0% 61.6% 

45.6% 
43.7% 

50.0% 47.6% 
46.7% 

61.8% 62.9% 

70.2% 
72.8% 

76.5% 

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

H24 H25 H26 H27 H28

指標 N 中学生の性に関する相談の充実度 

◆ 全体 
■ 男性
▲ 女性 

・検診受診率は30歳以上の女性人口を分母とした受診率です。ただし勤め先の検診等により、 

 市が実施する検診以外の乳がん検診を受診した人の割合は含まれていません。 
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●平成２８年度現状値の説明

【男女共同参画専門委員会（審議会）・女性が輝くまちづくり推進本部による評価】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・平成28年9月に、住民基本台帳から無作為抽出した市民1,000人を対象にアンケート調査を
　実施。（回収数345人）
・最近の１年間に健康診断を受けたと回答した人の割合(77.8%)です。

○目標Ｈ「市の実施する性に関する出前講座の受講者数」は前年度から約300人減少してい
る。性やＨＩＶ感染症を含む性感染症について、今後とも正しい知識の普及に努めることが
大切である。

○目標Ｉ 生涯を通じた健康づくりの支援のため、健康診断の必要性についての啓発や受診
しやすくなるような支援を引き続き行うことが重要である。

◇指標Ｎ「中学生の性に関する相談の充実度」は昨年度と比較すると横ばいであるが、第３
次さんかくプランによる調査を開始した平成24年度との比較では上昇している。グラフで
は、性についての悩みを相談できる大人を身近に持つ男子生徒と女子生徒の割合の差は依然
として大きいままである。今後とも、出前講座や学校における性教育・男女平等教育などの
機会を通じて性に関する正しい知識の普及や相談窓口の周知を図ることが必要である。

◇指標Ｏ「健康診断の受診率」は、昨年度と比較すると横ばいである。引き続き、健康診断
の必要性についての一層の啓発や、さんかく岡山での講座で取り上げるなど、妊娠・出産を
含む生涯を通じた健康づくりに対する意識を高めるために必要な情報を発信していくことが
重要である。

・男女別に見ると、男性は84.7%、女性は73.3%です。

指標の定義 ＝ 過去１年間に健
康診断を受診した人の割合

77.1% 

71.4% 73.5% 

74.8% 77.8% 

84.5% 

76.1% 80.5% 
83.5% 

84.7% 

71.0% 
68.6% 67.4% 69.0% 

73.3% 

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

H24 H25 H26 H27 H28

指標 O 健康診断の受診率 

◆ 全体 
■ 男性
▲ 女性 

目標 H 

目標 I 
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■数値目標の現状値　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 　　　　　市の審議会の女性委員の割合
                                                                      

年度 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 目標値
女性委員割合 40.3% 40.3% 41.3% 42.1% 41.5% 40％

●平成２８年度現状値の説明

 　　　　　 市の女性管理職の割合

年度 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 目標値
女性管理職割合 5.7% 6.9% 6.5% 8.4% 9.5% 8％

●平成２８年度現状値の説明

■成果指標の現状値　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●平成２８年度現状値の説明

指標の定義 ＝ 単位町内会長に占める女性
の割合

・平成28年4月1日現在のすべての単位町内会（1,724）における女性の単位町内会長の割合
　(5.2%)です。

重点目標６　政策・方針の立案及び決定過程への男女の共同参画の促進

・平成28年4月1日現在における女性委員の割合(41.5%)です。
・対象となる審議会等は、地方自治法第138条の4第3項の規定に基づき市が設置した全ての
　附属機関〔計61(委員数0を除く)〕です。

・平成28年4月1日現在において、管理職職員(教育職を除く課長相当職以上)　412人のうち
　で、女性が占める割合(9.5％)です。

目標 J 

目標 K 

4.2% 4.3% 

4.7% 

6.1% 
5.2% 

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

H24 H25 H26 H27 H28

指標 P 単位町内会長の女性の割合 
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●平成２８年度現状値の説明

【男女共同参画専門委員会（審議会）・女性が輝くまちづくり推進本部による評価】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

指標の定義 ＝ 市内の小学校・中学校のＰ
ＴＡ会長のうち、女性の会長の占める割合

・平成28年度において、市立の全ての小・中学校（126校）のＰＴＡ会長のうちで、女性が
　占める割合(9.5%)です。
・内訳は、小学校で10.1%（9校）、中学校で8.1%(3校)となっています。

○目標Ｊ「市の審議会の女性委員の割合」は目標値に達しており評価できるが、今後も女性
委員の割合が4割に満たない審議会の事務局においては、女性委員の割合の上昇に向けた一
層の取り組みを行う必要がある。

○目標Ｋ「市の女性管理職の割合」は9.5％と目標値には達している。今後も男女問わず職
員一人ひとりの能力や実績に基づいた管理職登用を図るとともに、仕事と育児・介護の両立
支援等を積極的に推進する中で、女性管理職の登用率を上げていくことが必要である。

◇指標Ｐ「単位町内会長の女性の割合」は第３次さんかくプランによる調査を開始した平成
24年度から横ばいの状態が続いており、グラフでも増加傾向が見られない。引き続き地域に
おける男女共同参画が進むような取り組みを着実に進めることが必要である。

◇指標Ｑ「ＰＴＡ会長の女性の割合」は第３次さんかくプランによる調査を開始した平成24
年度から横ばいの状態が続いており、グラフでも増加傾向が見られない。今後も学校での意
思決定の場における女性の積極的な参画が一層進むような取り組みの継続を期待する。

4.0% 

8.7% 
11.1% 11.1% 9.5% 

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

H24 H25 H26 H27 H28

指標 Q ＰＴＡ会長の女性の割合 

目標 J 

目標 K 
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■数値目標の現状値　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 　　　　　市の実施する世界の動きや国際的な取組についての講座・研修の受講者数
                                                                      

年度 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 目標値
参加者数 546人 542人 248人 208人 314人 300人以上

●平成２８年度現状値の説明

■成果指標の現状値　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●平成２８年度現状値の説明

・平成27年度中に市が実施した世界の動きや国際的な取組についての講座・研修の受講者総
　数です。

指標の定義 ＝ 「ジェンダー※」
という言葉の意味を知っている
人の割合

・平成28年9月に、住民基本台帳から無作為抽出した市民1,000人を対象にアンケート調査を
　実施。（回収数345人）

※ジェンダーは、国連などの国
際会議でも使われ、世界的にも
広く認められている言葉。生物
学的性別（セックス／ｓｅｘ）
に対して、社会通念や慣習の中
には、社会によって作り上げら
れた「女性像」「男性像」があ
り、このような女性、男性の別
のこと。

重点目標７　国際的な取組についての理解及び協調、連携

・ジェンダーについて※の説明より「もっと詳しい内容を知っている」または「おおむね
　この程度は知っている」と答えた人の割合(22.0%)です。
・参考までに、「言葉ぐらいは知っている」と答えた人の割合は40.2%です。

目標 L 

15.7%（全） 

19.9%（全） 

17.2%(全） 

20.8%（全） 

22.0%（全） 

18.2%（男） 

20.9%（男） 

16.7%（男） 

22.8%（男） 

16.0%（男） 14.0%（女） 

19.3%（女） 

17.9%（女） 

19.4%（女） 

26.4%（女） 

0.0%
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●平成２８年度現状値の説明

【男女共同参画専門委員会（審議会）・女性が輝くまちづくり推進本部による評価】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

○目標Ｌ「市の実施する世界の動きや国際的な取り組みについての講座・研修の受講者数」
は目標値を達成しており、評価できる。今後も、男女共同参画を推進する上で大切な視点と
なる国際社会の現状、動き、世界の中の日本の状況を正しく知る機会を提供し続けていくこ
とが必要である。

◇指標Ｒ「ジェンダーという言葉の認知度」は昨年度と比較すると横ばいであるが、第３次
さんかくプランによる調査を開始した平成24年度との比較では上昇している。引き続き、言
葉を通して男女共同参画社会の理解につながるように、わかりやすい内容でジェンダーとい
う言葉の意味を市民に周知することが重要である。

◇指標Ｓ「相談できる日本人がいる外国人の割合」は昨年度と比較すると上昇しているが、
平成24年度との比較では横ばいである。今後とも地域での日本人と外国人の交流の場の提供
などにより、相互理解が図られるよう取組を続けることが重要である。
  

・平成28年9月に、住民票から無作為抽出した外国人市民400人を対象にアンケート調査を実
　施。（回収数76人）
・隣近所や地域の日本人とのつきあいについて、「困ったとき相談する人がいる」と答えた
　人の割合(71.6%)です。

▲挨拶…隣近所や地域の日本人の中に、
        挨拶する人がいる外国人の割合
◆相談…隣近所や地域の日本人の中に、
        相談する人がいる外国人の割合
■家  …隣近所や地域の日本人の中に、家
        に招いたり、招かれたりする人が
        いる外国人の割合

指標の定義

67.8% 67.5% 76.5% 

53.4% 

71.6% 

58.6% 
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55.2% 

40.9% 
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指標 S 相談できる日本人がいる外国人の割合 

▲ 挨拶 

◆ 相談 

■ 家 

目標 L 
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■数値目標の現状値　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 　　　　　「さんかくウイーク」への参加者数
                                                                      

年度 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 目標値
参加者数 2,708人 2,334人 3,708人 3,594人 3,792人 3,000人以上

●平成２８年度現状値の説明

 　　　　　「さんかくウイーク」へのさんかく岡山登録団体の参加率
                                                                      

年度 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 目標値
参加者数 20.9% 49.2% 42.4% 33.3% 41.8% 50％

●平成２８年度現状値の説明

■成果指標の現状値　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●平成２８年度現状値の説明

・さんかくウイークについて、「行事に参加したことがある」または「知っているが行事に
　参加したことはない」と答えた人の割合(29.4%)です。男女別に見ると、男性23.5％、
　女性33.3％です。

重点目標８　市と市民等とのパートナーシップによる協働

・さんかくウイーク2015（平成27年度市男女共同参画推進週間）中の行事への参加者総数で
　す。

・「さんかく岡山」の登録団体(55団体)のうちで、さんかくウイーク2015において、その実
　行委員会メンバー又はワークショップの主催者等として参加した団体の割合(41.8%)で
す。

指標の定義 ＝ 「さんかくウ
イーク※」の行事へ参加したこ
とがある、または「さんかくウ
イーク」を知っている人の割合

※さんかくウイークとは、岡山
市男女共同参画推進週間の愛称
のこと。

・平成28年9月に、住民基本台帳から無作為抽出した市民1,000人を対象にアンケート調査を
　実施。（回収数345人）

目標 M 

目標 N 

27.2% 

29.9% 
26.2% 

30.9% 

29.4% 

21.2% 
22.9% 

20.0% 

32.7% 
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33.3% 
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指標 Ｔ 「さんかくウイーク」の認知度  

◆ 全体 
■ 男性
▲ 女性 
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●平成２８年度現状値の説明

【男女共同参画専門委員会（審議会）・女性が輝くまちづくり推進本部による評価】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

○目標Ｍ 「さんかくウイークへの参加者数」は増加しており、目標値も達成できている。
今後も実行委員と協力しながら啓発事業を企画し、参加しやすい行事、新たな層への啓発な
ど、様々な取り組みを行うことが必要である。

○目標Ｎ 目標値は達成できていないが、「さんかくウイークへのさんかく岡山登録団体の
参加率」は前年より上昇している。今後も、協力しやすい体制を整えるとともに、登録団体
に対し、一層の参加を促すことが重要である。

◇指標Ｔ「さんかくウイークの認知度」は、横ばいである。今後とも市民への周知に努める
とともに、若い世代をはじめ、今まで参加したことのない人が参加しやすい事業内容等の工
夫を行い、参加を促すことが重要である。

◇指標Ｕ「さんかく岡山の事業内容の認知度」は、横ばいである。男女ともに利用しやすい
環境づくりに努めるとともに、男性や若い世代が参加しやすい事業内容を工夫するなど、さ
らに市民や事業者が参加しやすい施設となるよう、努めることが重要である。

・平成28年9月に、住民基本台帳から無作為抽出した市民1,000人を対象にアンケート調査を
　実施。（回収数345人）

・さんかく岡山で実施している事業（講演会・講座、地域への出前講座、図書の閲覧・貸
　出、映画会、相談（ＤＶ等）、会議室や展示コーナーの貸出、託児、その他）について、
　1つ以上知っていると答えた人の割合（48.7％）です。男女別に見ると、男性の割合は
　39.4％、女性の割合は56.3％となっています。

指標の定義 ＝ 「さんかく岡
山」の事業内容を知っている人
の割合

45.4% 

51.9% 

48.1% 
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指標 Ｕ 「さんかく岡山」の事業内容の認知度 

◆ 全体 
■ 男性
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Ⅳ 平成２７年度に実施した主な施策 
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○ 岡山市男女共同参画社会の形成の促進に関する条例 

 

平成１３年６月２７日 

市条例第３４号 

改正 平成２３年３月１６日市条例第１７号 

平成２５年１２月２５日市条例第４９号 

目次 

前文 

第１章 総則（第１条―第８条） 

第２章 男女共同参画社会の形成を促進するための基本的施策（第９条―第２０条） 

第３章 男女共同参画社会の形成を阻害する要因の解消（第２１条―第２７条） 

第４章 推進体制（第２８条―第３４条） 

第５章 補則（第３５条） 

附則 

 

我が岡山市は，古くから，瀬戸内の温暖な気候と多様で豊かな自然に加え，多くの先人たちの活躍により，伸びやかで晴れ晴れとし

た風情と多彩な芸術文化を育み，先駆的な教育を実践してきた。 

先人たちの軌跡をたどれば，性別にとらわれず自立した生き方を提唱する者，性別を超えて新たな活躍の場を求めて果敢に挑戦す

る者など，それぞれの時代を切り開いた男女の輝かしい足跡が今によみがえる。 

我が国では，日本国憲法において個人の尊重と法の下の平等がうたわれ，男女平等の実現に向けた様々な取組が進められてきた

が，固定的な性別役割分担意識に基づく慣行等は依然根強く，配偶者等からの暴力が社会問題化するなど，真の男女平等の達成には

未だ多くの課題が残されている。 

新たな千年紀を迎え，社会経済情勢の急激な変化に対応し，持続的発展が可能な岡山市を創造するには，男女が，互いにその人権

を尊重しつつ，社会の対等な構成員として，自らの意思によって社会のあらゆる分野における活動に参画できる男女共同参画社会の形

成を進めることにより，個人の個性と能力が十分に発揮されることが必要である。 

ここに，私たち岡山市民は，性別にかかわらず一人ひとりの個性が輝く「住みよいまち，住みたいまち」を創造するため，先人たちの

功績に恥じぬよう，市，市民及び事業者が協働して男女共同参画社会を早期に実現することを決意し，この条例を制定する。 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は，男女共同参画社会の形成に関し，基本理念並びに市，市民，事業者及び教育の責務を明らかにし，男女共同参画

社会の形成の促進に関する施策の基本的事項を定めることにより，男女共同参画社会の形成を総合的かつ計画的に推進し，もって

性別にかかわらず市民一人ひとりの個性が輝く「住みよいまち，住みたいまち」を創ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当該各号に定めるところによる。 

（１） 男女共同参画社会 男女が社会の対等な構成員として，その個性と能力を十分に発揮する機会が確保されることにより，自らの

意思によって社会のあらゆる分野における活動に参画し，ともに責任を担うべき社会をいう。 

（２） 配偶者等 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（平成１３年法律第３１号。以下「法」という。）第１条第３

項に規定する配偶者並びに法第２８条の２に規定する関係にある相手をいう。 

（３） 積極的改善措置 社会のあらゆる分野における活動に参画する機会についての男女間の格差を改善するため必要な範囲内に

おいて，男女のいずれか一方に対し，当該機会を積極的に提供することをいう。 

（基本理念） 

第３条 男女共同参画社会の形成は，男女の個人としての尊厳が重んぜられ，男女が性別による差別的取扱いを受けることなく，ともに

自分らしく輝くことができることを旨として，行われなければならない。 

２ 男女共同参画社会の形成は，性別による固定的な役割分担によらず，男女が個人としての能力を発揮する機会が確保され，自己の

意思と責任により多様な生き方が選択できることを旨として，行われなければならない。 

３ 男女共同参画社会の形成は，家族を構成する男女が，相互の協力と社会の支援の下に，家事，子の養育，家族の介護などの家庭生

活における活動とその他の活動とを両立できることを旨として，行われなければならない。 

４ 男女共同参画社会の形成は，市における政策又は民間の団体における方針の立案及び決定に男女が共同して参画する機会が確保

されることを旨として，行われなければならない。 

５ 男女共同参画社会の形成は，妊娠，出産その他の性と生殖に関する事項について自らの決定が尊重されること及び生涯を通じた健

康に配慮されることを旨として，行われなければならない。 

６ 男女共同参画社会の形成は，国際的な取組と協調，連携して行われなければならない。 

７ 男女共同参画社会の形成は，市，市民及び事業者が自らの責任を自覚し，教育を含むあらゆる場において主体的にその役割を果た

すとともに，相互の創意工夫によって互いに協働して行われなければならない。 

（市の責務） 
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第４条 市は，市の重点施策として男女共同参画社会の形成の促進に関する総合的な施策（積極的改善措置及び性別による差別的取扱

いその他の男女共同参画社会の形成を阻害する要因の解消を含む。）を策定し，実施する責務を有する。 

２ 市は，男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を推進するため，必要な財政上の措置を講ずるよう努めるものとする。 

３ 市は，国，県と連携を図り，男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の効果的な推進を図るとともに，市民，事業者と協働して，

男女共同参画社会の形成を図るものとする。 

（市民の責務） 

第５条 市民は，男女共同参画社会について理解を深め，社会のあらゆる分野において相互に協力して，男女共同参画社会の形成に寄

与するよう努めなければならない。 

２ 市民は，市が行う男女共同参画施策に協力するよう努めなければならない。 

（事業者の責務） 

第６条 事業者は，その事業活動において，男女が職場における活動に対等に参画する機会の確保及び職場における活動と家庭にお

ける活動その他の活動との両立に配慮し，男女共同参画社会の形成に寄与するよう努めなければならない。 

２ 事業者は，市が行う男女共同参画施策に協力するよう努めなければならない。 

（教育の責務） 

第７条 学校教育その他のあらゆる教育に携わる者は，男女共同参画社会の形成に果たす教育の重要性にかんがみ，個々の教育本来

の目的を実現する過程において，男女共同参画の理念に配慮した教育を行うよう努めなければならない。 

２ 男女は，次代を担う子どもたちの教育に関し，家庭及び地域から，ともに積極的に参画するよう努めなければならない。 

（男女共同参画社会の形成を阻害する要因による人権侵害の禁止） 

第８条 何人も，次に掲げる行為を行ってはならない。 

（１） 家庭，職場，学校，地域等あらゆる場における性別による差別的取扱い 

（２） 家庭，職場，学校，地域等あらゆる場において性的な言動により相手方の生活環境を害する行為又は当該言動に対する相手方

の対応により相手方に不利益を与える行為 

（３） 家庭内等における配偶者等への身体に対する不法な攻撃であって生命又は身体に危害を及ぼす行為その他の心身に有害な

影響を及ぼす言動 

第２章 男女共同参画社会の形成を促進するための基本的施策 

（基本計画） 

第９条 市長は，男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため，男女共同参画社会の形成の促進

に関する基本的な計画（以下「基本計画」という。）を策定するものとする。 

２ 基本計画は，次に掲げる事項について定めるものとする。 

（１） 総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の大綱 

（２） 前号に掲げるもののほか，男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項 

３ 市長は，基本計画を策定するに当たっては，市民及び事業者の意見を反映することができるよう，適切な措置をとるものとする。 

４ 市長は，基本計画を策定するに当たっては，あらかじめ第２９条に規定する岡山市男女共同参画専門委員会の意見を聴かなければ

ならない。 

５ 市長は，基本計画を策定したときは，遅滞なく，これを公表しなければならない。 

６ 市長は，社会情勢の変化等に対応するため，必要に応じて基本計画の見直しを図るものとする。 

７ 第３項から第５項までの規定は，基本計画の変更について準用する。 

（調査研究） 

第１０条 市は，男女共同参画社会の形成を阻害している要因の調査分析及びその解消のための方策の研究その他の男女共同参画社

会の形成の促進に関する施策の策定に必要な調査及び研究を行うものとする。 

２ 市長は，調査の結果及び研究の成果を公表するものとする。 

（普及啓発） 

第１１条 市は，市民及び事業者の男女共同参画社会の形成に関する理解を促進するために必要な普及広報活動を行うものとする。 

２ 市は，第８条各号に掲げる行為の防止に関する啓発に努めるものとする。 

（年次報告） 

第１２条 市長は，男女共同参画社会の形成の状況及び男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の実施状況について年次報告を

作成し，これを公表するものとする。 

（学校教育及び社会教育の推進） 

第１３条 市は，学校教育及び社会教育（職場における学習を含む。）において，男女共同参画社会の形成に関する教育及び学習の振興

に必要な措置を講ずるものとする。 

（民間活動の支援） 

第１４条 市は，市民及び事業者の男女共同参画社会の形成に関する自主的な取組に対し，情報の提供その他の必要な支援を行うもの

とする。 

（家庭生活等と職業生活の両立支援） 

第１５条 市は，男女がともに家庭生活及び地域生活と，職業生活とを両立することができるように，子の養育及び家族の介護等におい

て必要な支援を行うものとする。 

（事業者の表彰） 
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第１６条 市は，雇用の分野における男女共同参画社会の形成に関する取組の普及を図るため，当該取組を積極的に行う事業者の表彰

を行うものとする。 

２ 市長は，前項に掲げる表彰を行ったときは，事業者の取組を公表するものとする。 

（男女共同参画推進週間） 

第１７条 市は，市民及び事業者の男女共同参画社会の形成に関する理解並びに男女共同参画社会の形成に関する取組を推進するた

め，男女共同参画推進週間を６月に設ける。 

２ 市は，男女共同参画推進週間において，市民及び事業者の協力の下に，男女共同参画社会の形成の促進を図る各種行事等を実施

するものとする。 

（市民に表示される情報に関する措置） 

第１８条 市は，広く市民に表示される情報において，性別による固定的な役割分担及び女性に対する暴力等を助長する表現並びに過

度の性的な表現が行われないよう必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

（審議会等における積極的改善措置） 

第１９条 市長その他の執行機関は，附属機関として設置する審議会等の委員を任命し，又は委嘱するときは，男女いずれか一方の委

員の数が，委員の総数の１０分の４未満とならないよう選任しなければならない。 

２ 前項の規定は，岡山市男女共同参画専門委員会が，やむを得ない事情があると認めたときは，適用しない。 

３ 前２項の規定は，委員の任期の中途において委員の数に変動が生じる場合について準用する。 

（苦情の処理） 

第２０条 市民及び事業者は，市が実施する施策であって男女共同参画社会の形成に影響を及ぼすと認められる施策に関し苦情がある

ときは，規則で定める手続により，市長に申し出ることができる。 

２ 市長は，前項の申出を受けたときは，適切に処理するものとする。 

３ 市長は，前項の苦情の処理に当たっては，岡山市男女共同参画専門委員会の意見を聴かなければならない。 

第３章 男女共同参画社会の形成を阻害する要因の解消 

（男女共同参画相談支援センター） 

第２１条 市は，男女共同参画相談支援センター（以下「市相談支援センター」という。）を岡山市男女共同参画社会推進センター（以下「さ

んかく岡山」という。）内に設置する。 

２ 市相談支援センターは，第８条各号に掲げる行為を受けた者の相談に応じ，情報の提供その他の支援を行うものとする。 

３ 市相談支援センターは，次に掲げる機関と連携を図りながら協力するものとする。 

（１） 岡山市福祉事務所設置条例（昭和５６年市条例第２７号）に基づく福祉事務所 

（２） 法第３条第１項（法第２８条の２において準用する場合を含む。）の規定に基づき岡山県が設置する配偶者暴力相談支援センタ

ー（以下「県相談支援センター」という。） 

（３） 警察，弁護士会，医療機関その他の関係機関 

（女性相談員による相談等） 

第２２条 市長が委嘱した女性相談員（売春防止法（昭和３１年法律第１１８号）第３５条第２項の規定に基づき市長が委嘱する婦人相談員

をいう。以下同じ。）は，市相談支援センターと連携を図りながら，第８条各号に掲げる行為を受けた者の相談に応じ，必要な指導を行

うものとする。 

（被害者の緊急一時保護） 

第２３条 市は，配偶者等からの第８条第３号に掲げる行為（以下「配偶者等からの暴力」という。）を受けた者（配偶者等からの暴力を受

けた後婚姻又は法第２８条の２に規定する関係を解消した者であって，当該配偶者等であった者から引き続き生命又は身体に危害を

受けるおそれがある者を含む。以下「被害者」という。）からの申出により，被害者（被害者がその家族を同伴する場合にあっては，被

害者及びその同伴する家族をいう。）の緊急一時保護を行うものとする。 

２ 前項に規定する緊急一時保護を行う期間は，被害者が当該申出を行った時から，法に基づく一時保護が開始されるまでの間とする。 

３ 前２項の規定にかかわらず，次に掲げる事由に該当するときは，緊急一時保護を行わない。 

（１） 当該緊急一時保護の申出の理由となった配偶者等からの暴力と同一の事実を理由とする法第１０条第１項各号（法第２８条の２

において準用する場合を含む。）に掲げる事項に係る保護命令の申立てについての決定により，当該緊急一時保護の必要性を欠

くことが明らかなとき。 

（２） 法に基づく一時保護が行われないとき，正当な理由なくして法に基づく一時保護の申出が行われないときその他の緊急一時保

護を行うことが適当でないと認められるとき。 

４ 市は，偽りその他不正の手段により第１項に規定する緊急一時保護を受けた者に対して，当該緊急一時保護に要した費用の返還を求

めることができる。 

（被害者の保護及び自立支援） 

第２４条 市は，法第１０条第１項第１号（法第２８条の２において準用する場合を含む。）に掲げる事項に係る保護命令の決定を受けた被

害者（市内に住所を有する者に限る。以下この条において同じ。）からの申出により，当該保護命令が効力を有する間，被害者（被害

者がその家族を同伴する場合にあっては，被害者及びその同伴する家族をいう。）に対して，市の施設において，法第５条（法第２８条

の２において準用する場合を含む。）に規定する保護に準ずる保護を行うことができる。 

２ 前項の場合において，市は，被害者が自立して生活することを支援するため，各種制度の利用のあっ旋，情報の提供その他の必要

な援助を行うものとする。 

３ 前２項の規定は，法第１８条第１項（法第２８条の２において準用する場合を含む。）の保護命令の再度の申立てを行った場合につい
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て準用する。 

（配偶者等からの暴力の発見者による通報等） 

第２５条 配偶者等からの暴力を受けている者を発見した者は，法第６条第１項（法第２８条の２において準用する場合を含む。以下同

じ。）の規定により，その旨を県相談支援センター又は警察官に通報するよう努めるほか，市相談支援センター又は女性相談員に通

報することができる。 

２ 市相談支援センター及び女性相談員は，被害者に関する通報又は相談を受けたときは，必要に応じ，被害者に対し，市又は県相談支

援センターが行う業務の内容について説明及び助言を行うとともに，必要な保護を受けることを勧奨するものとする。 

３ 前２項の場合において，市相談支援センター及び女性相談員は，法第６条第１項の規定により，被害者の意思を尊重しつつ，県相談

支援センター又は警察官に通報するものとする。 

（職務関係者の義務等） 

第２６条 市が実施する被害者の保護，相談等に職務上関係のある者（市の依頼によりその業務の一部を行う者を含む。以下「職務関係

者」という。）は，その職務を行うに当たり，被害者の心身の状況，その置かれている環境等を踏まえ，被害者の人権を尊重するととも

に，その安全の確保に十分な配慮をしなければならない。 

２ 職務関係者は，職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同様とする。 

３ 市は，職務関係者に対し，被害者の人権，配偶者等からの暴力の特性等に関する理解を深めるために必要な研修及び啓発を行うも

のとする。 

（暴力の防止及び被害者の保護の促進） 

第２７条 市は，配偶者等からの暴力の防止及び被害者の保護に資するため，加害者の更生のための指導の方法，被害者の心身の健

康を回復させるための方法等に関する調査研究の推進を図るものとする。 

２ 市は，被害者の保護に係る人材の養成及び資質の向上を図るものとする。 

３ 市は，配偶者等からの暴力の防止及び被害者の保護を図るための活動を行う民間の団体に対し，必要な援助を行うものとする。 

第４章 推進体制 

（推進体制の整備） 

第２８条 市は，市，市民及び事業者が互いに協働して男女共同参画社会の形成の効果的な促進を図るため，市，市民及び事業者が参

加する全市的な推進組織として，さんかく岡山の機能の育成，充実を図るものとする。 

２ 市は，さんかく岡山を拠点に，市の施設相互間の連携体制の整備に努めるものとする。 

３ 市は，関係部局相互の連携により，男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を円滑かつ総合的に企画し，調整し，及び実施す

るため，市長を長とする推進体制を整備するものとする。 

（岡山市男女共同参画専門委員会の設置） 

第２９条 本市の男女共同参画社会の形成の促進について調査審議するため，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４第３項

の規定に基づき，岡山市男女共同参画専門委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第３０条 委員会は，次に掲げる事務を所掌する。 

（１） 第９条に規定する基本計画の策定及び変更に関すること。 

（２） 第１９条に規定する審議会等の委員の選任に関すること。 

（３） 第２０条に規定する苦情の処理に関すること。 

（４） 男女共同参画社会の形成に関する基本的かつ総合的な施策に関すること。 

（５） その他市長が必要と認める事項 

（組織） 

第３１条 委員会は，委員１０人以内で組織する。 

（委員） 

第３２条 委員会の委員は，次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。この場合において，第２号に掲げる者については，委員の総数の

１０分の３以内の数とする。 

（１） 学識経験者 

（２） 公募に応じた者 

（３） その他市長が必要と認める者 

２ 委員の任期は，２年とする。ただし，委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は，前任者の残任期間とする。 

３ 委員は，再任されることができる。 

（委員長等） 

第３３条 委員会に，委員長及び副委員長を置く。 

２ 委員長及び副委員長は，委員の互選によりこれを定める。 

３ 委員長は，委員会を代表し，会務を総理する。 

４ 副委員長は，委員長を補佐し，委員長に事故があるとき又は欠けたときは，その職務を代理する。 

（会議等） 

第３４条 委員会の会議は，委員長が必要に応じて招集し，委員長が議長となる。 

２ 委員会の会議は，委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

３ 委員会の議事は，出席した委員の過半数をもって決し，可否同数のときは，議長の決するところによる。 
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４ 委員長は，必要に応じ，会議に関係者の出席を求め，説明又は意見を聴くことができる。 

５ この条例に定めるもののほか，委員会の運営に関し必要な事項は，委員長が委員会に諮って，別に定める。 

第５章 補則 

（委任） 

第３５条 この条例の施行に関し必要な事項は，市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，平成１３年１０月１日から施行する。ただし，第１９条及び第２１条から第２６条までの規定は，平成１４年４月１日から施行

する。 

（経過措置） 

２ 第１９条第３項の規定は，平成１４年４月１日前から引き続く任期の中途においては適用しない。 

３ 平成１４年３月３１日までの間は，第９条第４項の規定中「第５条第２項の規定による専門委員会」とあるのは，「第５条第１項の規定に

よる部会」とする。 

附 則（平成２３年市条例第１７号） 

（施行期日） 

１ この条例は，平成２３年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

（経過措置） 

２ 施行日以後，最初に委嘱される委員会の委員の任期は，第３２条第２項の規定にかかわらず，平成２４年３月３１日までとする。 

附 則（平成２５年市条例第４９号） 

この条例は，平成２６年１月３日から施行する。 
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岡山市男女共同参画社会の形成の促進に関する 

基本計画「第３次さんかくプラン」のあらまし 

 

１ 策定の経緯 

 岡山市は、平成 13 年 6 月に、性別にかかわらず市民一人ひとりの個性が輝く「住み

よいまち、住みたいまち」の創造を目的とする「岡山市男女共同参画社会の形成の促進

に関する条例（さんかく条例）」を、市と市民の協働により制定しました。 

 このさんかく条例の規定に基づき、施策を総合的かつ計画的に推進するために、平成

14 年 3 月に「岡山市男女共同参画社会の形成の促進に関する基本計画（さんかくプラ

ン）」、平成 19 年 3 月に「新さんかくプラン」を策定し、市民と協働しながら、男女

共同参画社会の実現に向け、取り組んでまいりました。 

 平成 22 年度に実施した「男女共同参画に関する市民意識・実態調査」では、前回調

査（平成 17 年実施）に比べ、「男は外で働くもの、女は家庭を守るもの」といった固

定的な性別役割分担意識が解消されつつあり、男女共同参画の意識の高まりを示してい

ますが、実態としては、依然として家事を担うのは女性であることが多く、男女共同参

画が十分浸透しているとは言い難い状況にあります。 

 こうしたことから、男女共同参画社会を実現するためには、個人のみならず、社会全

体での意識改革とともに男女共同参画推進に向けてのさらなる取組が必要であると考

えます。 

 このような考えのもと、「新さんかくプラン」の計画期間が平成 23 年度をもって満

了するのを受けて、平成 24 年 3 月「第３次さんかくプラン」を策定しました。 

 

２ 検討経過 

 (1)岡山市男女共同参画専門委員会での審議（7 回） 

 (2)第３次さんかくプラン策定ワーキンググループ会議（10 回） 

 (3)パブリック・コメントの実施（期間：平成 23 年 12 月 15 日～平成 24 年 1 月 13

日） 

 (4)公聴会の開催（さんかく岡山、中区保健センター、百花プラザ、西ふれあいセンター） 

 

３ 計画の基本的な考え方 

 (1)計画の目的及び基本目標 

   性別にかかわらず市民一人ひとりの個性が輝く「住みよいまち、住みたいまち」（＝

男女共同参画社会）の実現を目的とし、 

①性別にかかわらず、一人ひとりの人権が尊重される明るいまちの実現  

      ②性別にかかわらず、多様な生き方を認め合えるあたたかいまちの実現 

      ③性別にかかわらず、多様な意見が生かされる元気なまちの実現 

    を基本目標とします。 

 (2)基本理念 

      さんかく条例で規定した７つの基本理念を本計画の基本理念とします。 

 (3)計画の位置付け及び期間 

   この計画は、岡山市都市ビジョン〔新・岡山市総合計画〕との整合性を図り、市政の

あらゆる分野の施策の推進にあたり、男女共同参画の視点をいかすためのものです。 
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   男女共同参画社会基本法第 14条第 3項及びさんかく条例第 9条に規定する基本的

な計画として位置付けます。本計画の期間は、平成 24 年度から平成 28 年度までの

５カ年とします。 

４ 第３次さんかくプランでの取組 

 (1)重点的な取組 

 これまでの本市の男女共同参画の取組と課題をふまえて、 

   ①男女平等を推進する教育・学習の推進 

   ②配偶者・パートナー等からの暴力への対策の推進 

   ③男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直し 

   ④男性にとっての男女共同参画の推進 

  に重点的に取り組みます。 

 これらの取組を通じて男女共同参画社会の形成の促進をするためには、市の取組だ

けでなく、市民・事業者のみなさんが自らのこととして取り組んでいただくこと（協

働）が大切です。 

 (2)プランの効き目を測る 

 このプランに基づいて市民・事業者・市の行うさまざまな男女共同参画の取組が、

市民生活の中にどのように浸透し、成果として現れたかを見るための指標（成果指標）

を設定します。 

 また、市の取組については、重点目標ごとに数値目標を設定し、その達成度合の進

行管理を行います。 

 そして、この数値目標と成果指標をもとに、毎年評価を行い、その結果を公表しま

す。 

 (3)推進体制 

    ①審議会  

    ○男女共同参画専門委員会 

基本計画の策定や市が実施する男女共同参画に関する施策への苦情の処理等につ

いて調査審議するほか、審議会等の男女いずれの委員も４割以上とする「さんかく

条例」の規定の適用除外について審査を行うとともに、基本計画が市民生活の中に

どのように浸透し、成果として現れたのかを測るための、現状値の把握や行政評価

について審議を行います。委員の定数は１０人で、３人以内で公募委員を募集しま

す。 

   ○さんかく岡山運営委員会 

 「さんかく岡山」の運営及び事業に関する審議を行います。委員の定数は８人以

内で、学識経験者以外に「さんかく岡山」の利用者の内から委員を委嘱し、「さん

かく岡山」の運営及び事業に利用者の視点を反映させます。 

    ②女性が輝くまちづくり推進本部 

  市では、男女共同参画及び女性が輝くまちづくりに関する施策を総合的に進める

ための庁内推進組織として女性が輝くまちづくり推進本部を置いています。推進本部

は、市長を本部長として、局長級の職員及び指名規定により委嘱された職員で構成し

ており、関係の課長級職員からなる幹事会を設けています。 



氏　　名 専門分野等 現　　　職

貝原
かいはら

　己代子
み よ こ

社会・家族
さんかくナビ理事長
ＮＰＯ法人全国女性シェルターネット理事

小松
こ ま つ

　 泰信
やすのぶ

農業経営学 岡山大学大学院環境生命科学研究科教授

高田
た か だ

　美紀子
み き こ

経済・雇用 岡山商工会議所女性会副会長

寺尾
て ら お

　勝
まさる

公募委員 無職

土井
　ど　　い

　久代
ひさ　よ

公募委員 ラピッド速読教室

中塚
なかつか

　 幹也
み き や

産婦人科学 岡山大学大学院保健学研究科教授

原
はら

田
　だ

　幸
こう

治
じ

人権・法律 弁護士（岡山弁護士会）

日笠
ひ か さ

　亜衣
あ い

公募委員 個人事務所デザインシータ

松井
ま つ い

　 圭三
けいぞう

社会・福祉 中国短期大学保育学科・専攻科介護福祉専攻教授

光岡
みつおか

　亜希子
　あ　き　こ

地域活動 ＮＰＯ法人マザーリーフ

（五十音順）

男女共同参画専門委員会委員名簿
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